











― KJ 法による自由記述の分析を通して ―
Qualitative Analysis of Students Learning through Online 
Japanese Learning Support Activities


















が行った 2019 年度の調査では、2019 年度末時点の在留外国人数は約 293 万人（文化庁　2019 ）、















































































































ラインによる日本語教育支援活動として実施した。実施時期は、2020 年 7 月から 11 月である。
7 月に事前オリエンテーション、8 月～ 9 月にかけて海外の日本語学習者に対する 1 対 1 での会
話 学 習 支 援 活 動、9 月 上 旬 に 中 間 フィー ド バッ ク、10 月 に 海 外 の 学 習 者 と 協 働 で 行 う E 
Common Room 活動、10 月下旬から 11 月にかけて海外日本語学習者のプレゼンテーション支援・
評価活動、11 月に振り返りの実施であった。






　参加者に対して、「オーストラリアの大学で日本語を学ぶ学習者の会話学習を 1 対 1 で支援す
ること」、「学習者と協働で E Common Room 活動を実施すること」、「学習者のプレゼンテーシ
ョンを聞いて評価すること」、「参加者一人に対して一人または二人の学習者の担当となること」、
「学習者への会話支援活動は必ず 1 対 1 で実施すること」など、支援活動に参加するにあたって
必要となることについて説明を行った。










④ E Common Room 活動（ 4 回）




















































































































       
       
   
                
        
       
          
        
        
        
   
       
       
       
   
        
         
         
       
        
        
        
        
        
 
        
        
 
          
          
        
                     
                   
         
         
   
           
           
      
              
        
  
        
   
        
        
   
        
        
        
                        
                
     
         
                   
          
          
    
         
         
   
                 
       
       
   
       
       
   
       
      
         
         
         
         
         
      
         
        
      
         
                   
   
         
     
         




































































































































































を模倣や訓練によって習得させていく方法）から「教師成長型」（実践 ― 観察 ― 改善のサイ
クルを自らが繰り返す方法）へと変えていく必要性を述べている。優れた教師は、「自分で行っ
た指導の成功と失敗から学ぶことができること」（ Hattie 2009 ）、「起こりうる様々な事柄に対し
て即興で対応できること」（ Ingvarson 2008 ）、そして教えるということに対して情熱を持ってい



















会（ 2019 ）の p.24 を、日本語学習支援者に求められる資質・能力については p.34 を参照。
2 ） https://zoom.us/
3 ） KJ 法
 川喜多二郎が考案したデータ分析の手法。詳細は川喜多（ 2015 ）を参照
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